
貸 借 対 照 表
平成21年３月31日

その他の勘定
（単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

Ò 流動資産 Ò 流動負債

現金及び預金 1¶293¶132¶871 未払金 54¶605¶362

未収入金 81¶759 未払費用 56¶449¶942

未成検査支出金 507¶156¶263 短期リース債務 5¶673¶277

前払金 12¶384 前受金 1¶142¶271¶600

未収収益 1¶060¶080 預り金 3¶610¶383

流動資産合計 1¶801¶443¶357 流動負債合計 1¶262¶610¶564

Ó 固定資産 Ó 固定負債

１．有形固定資産 資産見返負債

車両運搬具 40¶171¶550 資産見返物品受贈額 110¶635¶065

減価償却累計額 � 38¶162¶962
110¶635¶065

2¶008¶588 長期リース債務 6¶202¶058

工具器具備品 1¶888¶268¶192 退職給付引当金 63¶648¶567

減価償却累計額 � 1¶767¶950¶792
固定負債合計 180¶485¶690

120¶317¶400
負債合計 1¶443¶096¶254

有形固定資産合計 122¶325¶988 純資産の部

２．無形固定資産 Ò 資本金 0

ソフトウエア 40¶850¶079 Ó 資本剰余金

電話加入権 174 資本剰余金 16¶416¶000

無形固定資産合計 40¶850¶253
損益外減損損失累計額 � 16¶415¶826

３．投資その他の資産 資本剰余金合計 174

敷金・保証金 30¶316¶317 Ô 利益剰余金

投資その他の資産合
計

30¶316¶317
前中期目標期間繰越積
立金

46¶676¶663

固定資産合計 193¶492¶558

積立金 243¶151¶385

当期未処分利益 262¶011¶439

（うち当期総利益） (262¶011¶439)

利益剰余金合計 551¶839¶487

純資産合計 551¶839¶661

資 産 合 計 1¶994¶935¶915 負 債 純 資 産 合 計 1¶994¶935¶915
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３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上方法
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在
職する職員及び役員について、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積
額を控除した額から、退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して計算しております。

４．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
５．共通経費の配賦基準について

独立行政法人原子力安全基盤機構の共通経費配賦基準を定める規程及び独立行政法人原子力安
全基盤機構の共通経費配賦基準取扱細則に基づき処理しております。

６．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲は、普通預金となっております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 政府出資等の機会費用の算出に使用した利率は、10年利付国債の期末日時点の利率1•340％と
なっております。

] 国からの出向職員の機会費用 � 4¶736¶503円
^ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料の機会費用は、減価償却費を参考に計算
しております。 1¶264¶527円

８．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

［貸借対照表関係］
運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 156¶474¶135円
［キャッシュ・フロー計算書関係］
１．資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2¶253¶461¶167円
定期預金 � 2¶019¶021¶864円
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資金期末残高 234¶439¶303円

á á á á á á á á á
２．重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得 22¶996¶880円
［重要な債務負担行為］

件 名 契 約 金 額 翌期以降の支払
金額

１．平成20年度地下水流動解析モデルの総合的検証手法の検討 314¶580¶000円 314¶580¶000円
２．平成20年度「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」
の改訂に伴う既設ＰＷＲプラントの耐震安全性評価に係るク
ロスチェック解析（その２）

53¶550¶000円 53¶550¶000円

３．平成20年度地下水流動解析モデルの総合的検証手法の検討
（その２：水圧モニタリング装置の設置）

53¶550¶000円 53¶550¶000円

［重要な後発事象］
該当事項はありません。
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